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会社概況 ②基本方針とＳＣＭ効率化の推進



返品削減の取組事例



返品分析 ①全カテゴリー

■ 2011年から2015年までの全体の返品トレンドは、下降傾向であり、2011年対比で4割減少している。
■ 返品理由としては、棚替カット品が全体の62％を占め一番多く、次に通常定番商品の14％であった。
■ 閉店・改装店舗での返品が4.8％の構成比となっている。

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

返
品
率

行 返品理由 構成比
1 棚割カット 62.1%
2 定番商品返品 16.9%
3 期中差替 5.4%
4 閉店 4.8%
5 指示回収 2.4%
6 期限切れ 2.1%
7 季節品差替 1.8%
8 店内商品破損 0.2%
9 お客様の返品 0.1%
10 その他 4.2%

合計 100.0%



返

返品分析 ②日用品

■ 2011年から2015年までの日用品の返品トレンドは、大幅な下降傾向であり、2011年対比で5割減少している。
■ 返品理由としては、棚替カット品が全体の58％を占め一番多く、全体傾向と同様であった。

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

行 返品理由 構成比

1棚割カット 57.8%
2定番商品返品 17.5%
3季節品差替 8.2%
4期中差替 5.7%
5期限切れ 0.5%
6特売商品返品 0.2%
7お客様の返品 0.1%
8店内商品破損 0.1%
9発注間違い 0.0%
10その他 10.0%

返
品
率



SCM効率化と返品削減の取り組み

１、棚替え時カット品の返品の削減

① 棚替えスケジュールの見直し

② 棚替カット品売切り期間の見直し

＜取組みポイント＞

製・配・販で「情報共有」し「相互連携」を密にすることで、「ムリ・ムラ・ムダを排除」し、「ＷＩＮ-ＷＩＮの
関係」で協働して「利益の最大化」を目指す。

２、返品に対する啓蒙活動

① 返品削減のマネジメントサイクル

② 従業員意識の醸成

３、返品合意書の対応

４、情報の共有（一部取引先との垂直連携）

① 販売データの共有

② 販売計画の共有

③ 販促企画、ＣＲＭ情報の共有





今 後
基本ルール：30日間の売切り期間をもとに差替え

現 状
定番差替指示から、売切り日までの期間が短く、商品特性により売切りが困難なも
のも発生している。棚割内、店舗間の処分在庫のバラつきの原因となっている。

棚替時の返品削減 ②棚替カット品売切り期間の見直し

在庫売切期間：30日間

※一部例外商品有
新商品発売差替

新商品
情報開示

発注止め
業務連絡
＊BY：在庫要チェック

店間移動
（主にシーズン）

在庫消化
新商品
発売

返品

BY商談
在庫把握

取引先

商品部

店 舗

早期情報提供、発注止めにより、在庫消化期間での売切り対応を徹底

差替６０日前 差替３０日前 差 替 日

商品政策会議資料
業務連絡確認



返品削減の啓蒙活動①マネジメント体制

■月次レポートの作成

■営業会議での情報共有

■返品に関する管理項目

・返品総額の金額・率のトレンド分析
・部門、カテゴリー別分析
・エリア、ブロック、個店別分析
・返品理由分析
・ワースト店舗の抽出
・ワースト商品の抽出

■返品に関する責任範囲・商品部：部門、カテゴリー別対策

・ＳＣＭ推進課にて定例作成
・関係部署との情報共有
・課題の提示

【返品削減マネジメント・サイクル】

■経営会議での定例報告

店長会議での通達

■返品に関する責任範囲

・店舗：店事由による返品
・ＳＶ ：ブロック内返品内容
・ＢＹ ：カテゴリー内返品内容

■返品に関する業績の反映

返品は原価率にヒットする為、因果的に
ＰＬの利益項目に反映されている。
一部の商品部、ＳＣＭ推進課ではＭＢＯ
項目で管理されている。

・商品部：部門、カテゴリー別対策
・店舗運営部：エリア、ブロック別対策

・トレンド、対策の報告

コンプライアンス委員会

・定例報告



返品削減の啓蒙活動 ②-b 従業員意識の醸成
コンプライアンス委員会でポスター作成
本社内の商談席、掲示板などに専用ポスターの掲示を行い、従業員とお取引先様に
告知を実施。

＊本社内、店舗内掲示板に掲示例

＊本社商品部の商談席への掲示例



返品合意書の対応

合意

書無

し, 
4.6%

■ 製配販連携協議会合意事項である「返品合意書」の継続対応。
■ お取引先様の合意の上、半期毎に単品単位で返品が不可避と考えられる商品に対して事前に締結。
■ 返品合意書は、商品部にて「返品合意書管理表」でプロセス管理を実施。
■ 取引社数に対する契約率は、カテゴリーの商品特性によりにより多寡が異なる。
■ 課題として、返品合意書は単品別に実施のため、ＢＹの属人的管理になりがちであり、運用上のプロ
セス管理が重要。

合意

書有

り, 
95.4

%

部門 契約率

医薬品 82%

化粧品 79%

日用品 13%

食品 0%

合計 22%

＊取引社数に対する契約率
カテゴリーの商品特性によりに
より異なる。



配送最適化の取組事例
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配送の最適化の取組み ①全体概要

◆カテゴリー納品

◆静脈物流の活用◆夜間納品の拡大 ◆モーダルシフト

◆総量納品の拡大 ◆納品頻度の見直し

配送の最適化の取組み項目
業態 店舗特性・環境

ファーマシー業態

（都心繁華街立地）

平均坪数50坪

・店舗立地特性での納品時間帯制約

・狭小店舗でのインフラ制約

・在庫生産性、人時生産性高い

・医薬品、化粧品中心

ドラッグストア業態

（郊外立地）

平均坪数１６０坪

・インフラ環境は整備されている

・在庫生産性、人時生産性が課題

・日用品、食品の構成比がPH業態より
高い

取組み項目 現状の課題

◆発注単位の見直し ◆ミルクラン ◆センター再配置

3

総量納品の拡大 ・対象範囲の拡大

カテゴリー納品 ・個店別の「通路別納品」体制の構築による作業効率の更なる改善要

静脈物流の活用 ・安定的なリバース物量の確保

納品頻度の見直し ・レイバースケジューリングとの連動（雇用契約変更含む）

・棚割（MD）との連動、販促（チラシ）との連動、商品特性への考慮

・繁忙期の対応（特に12月後半）

・PH業態への対応（店舗環境から難度高）

夜間納品の拡大 ・閉店後納品での無人化によるセキュリテイ・周辺環境への配慮と投資

モーダルシフト ・遠隔地幹線輸送の貨車輸送+車両のハイブリッド配送への切り替え（北海道エリア）

発注単位の見直し ・商品特性、棚割フェース数、商品回転率のバランス

ミルクラン ・商品内容、配送コース設定、物流量のバランス

センター再配置 ・新センター設置によるエリア配送効率改善



‐‐MatsumotoMatsumoto KiyoshiKiyoshi HoldingsHoldings‐‐‐‐MatsumotoMatsumoto KiyoshiKiyoshi HoldingsHoldings‐‐

配送の最適化の取組み概要 ②最適化の範囲

◆総量納品の拡大

◆納品頻度の見直し

◆発注単位の見直し

◆ミルクラン 情
報

製
配
販
効
果

◆カテゴリー納品

◆静脈物流の活用

◆夜間納品の拡大

◆モーダルシフト

＊センター再配置

情
報
の
共
有

販
側
効
果



総量納品の拡大（継続施策）

店
舗
別
納
品

（TC-Ⅰ
型
納
品
）

従来型納品

仕入先Ａ

仕入先Ｂ

○○店

△△店

××店

○○店

△△店

センター納品
薬

○○店

△△店

××店

店舗様へ納品

■ ＴＣⅠ型の店舗別納品からＴＣⅡ型の総量納品に移行拡大することにより、店別仕
分け作業を一元化し、店舗別配送効率を上げる。

型
納
品
）

総
量
納
品

（TC-Ⅱ
型
納
品
）

仕入先Ｂ

仕入先Ａ

ｵｰﾗﾙ

食洗

化粧品

ｵｰﾗﾙ生理用品

食洗

①センター納品
仕入先別梱包の為、ひとつの納品箱に、複数

カテゴリ商品が混載している。

①センター納品
仕入先でカテゴリ単位で商品をまとめてセンター

へ納品する。

この時点では、店舗別に商品はわかれていない

②検品・仕分作業
仕入先から納品された商品を検品し、店舗別に仕分作業を行う。

→納品箱には、複数カテゴリが混載されたまま。

③店舗納品

センター納品

○○店

△△店

××店

薬

店舗様へ納品

③店舗納品
カテゴリ別に店舗様へ納品される。

②検品・カテゴリ分・仕分作業
仕入先から納品した商品を店舗毎にカテゴリ別に納品箱に分ける。

→納品箱単位で、カテゴリが分かれる。

○○店 △△店 ××店

ｵｰﾗﾙ
化粧品食洗 生理用品



カテゴリー納品（継続施策）

店舗様での

仕分作業不要

センターにてカテゴリ単位で集品･梱包し各店舗へ商品供給の実施

■ 配側にメリットのある総量納品と販側メリットのあるカテゴリー納品を組み合わせ
ることにより、総合的な物流コスト・オペレーションコストの削減が可能。

■ 更にカテゴリー納品から通路別納品に変えることにより、店舗オペレーションの
軽減ができる。

■ 配送上のカテゴリーの範囲概念、配送量、店舗レイアウトとの整合が課題。

000

仕分作業不要

ベ
ン
ダ
ー
別

棚
入
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け
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振
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個
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容

確
認

店
舗
納
品

カ
テ
ゴ
リ
別

店舗様オペレーション削減効果

棚
入
れ

店
内
振
分
け

店
舗
納
品

納品方法

店舗における商品陳列作業の作業効率向上

店舗オペレーションコストの削減効果



夜間納品の拡大（継続施策） ①

【想定効果】

1）商品品質向上
売れる時間帯に品質の良い商品を供給
⇒値下げ・廃棄ロスの低減

2）定時店着
顧客数が落ち着く時間を狙い納品を行う

【想定効果】

1）商品品質向上
売れる時間帯に品質の良い商品を供給
⇒値下げ・廃棄ロスの低減

2）定時店着
顧客数が落ち着く時間を狙い納品を行う

出典：中野区 区民生活時間調査

■ 夜間から早朝の交通量の少ない時間帯（22：00～6：00位）に配送を実施し時間短縮
を図り、稼働率の向上によりコスト削減が図る。

■車の稼働時間の短縮と渋滞緩和により、CO2削減になり環境への配慮が可能

⇒お客様の買い物の支障を及ぼさず
陳列作業を行える

⇒計画的な人員配置による作業コスト
削減

3）車輌稼働率の向上
閉店後（夜間配送）を行なうことで、渋滞
緩和、納品時間短縮、納品効率（多店舗
納品可）また、車輌積載率、車輌稼働率
を上げコスト低減を実現致します

⇒お客様の買い物の支障を及ぼさず
陳列作業を行える

⇒計画的な人員配置による作業コスト
削減

3）車輌稼働率の向上
閉店後（夜間配送）を行なうことで、渋滞
緩和、納品時間短縮、納品効率（多店舗
納品可）また、車輌積載率、車輌稼働率
を上げコスト低減を実現致します

開店前

生鮮・日配
系

夕方ピーク前

生鮮・日配
惣菜・加食
系

閉店後

HC商材・加食
日雑・特売系



夜間納品の拡大（継続施策） ②

＜時間変動パターンと時間帯に占める割合の比較＞

■ 夜間納品の拡大により、納品所要時間が2時間短縮され、納品車輛換算で1,638台/月
削減できた。

【日中】

所要時間：8時間

出典：JCAP 自動車の排出量計算のための
時間帯別均衝配分による交通量推計

【夜間】

所要時間：6時間

2時間短縮



納品頻度の削減（継続施策） ①隔日発注/納品の拡大

隔日配送実施店舗平均 月間単品当たりの発注件数
2009年度 1.6回 2014年度 1.4回 0.2回削減
隔日配送実施店舗平均 月間単品当たりの発注件数
2009年度 1.6回 2014年度 1.4回 0.2回削減

月間平均通過単品数 ＝ 4,572アイテム（日雑中心）
0.2回 × 4,572 ＝ 914回分の発注件数が削減（1店舗平均）
914回 × 隔日配送実施店舗数（217店舗） ＝ 198,338回

月間平均通過単品数 ＝ 4,572アイテム（日雑中心）
0.2回 × 4,572 ＝ 914回分の発注件数が削減（1店舗平均）
914回 × 隔日配送実施店舗数（217店舗） ＝ 198,338回

全国合計で月間198,338回分の単品当たり発注件数が削減全国合計で月間198,338回分の単品当たり発注件数が削減

■納品の頻度見直しによる発注データの削減

■納品の頻度見直しによる店舗での作業効率の改善



物流センターの適正配置

30km 30km

■物流センターの再配置による物流コストの削減を実施。
■関東の物流センターを２センターから３センター体制に強化。（北関東、神奈川、埼玉）

特色：大規模、広域 特色：規模、エリアの適正化

① 配送距離の短縮によるコスト削減

② 既設センターの稼働率低減、スペースに余裕が生まれ、それぞれのセンターでの対応力強化

③ 分散化により、災害時、繁忙時への柔軟な対応が容易になる（BCP対応）

30km

＜取り組み項目別削減効果（月間試算）＞



静脈物流の活用

調達

処分

再利用 入荷・入庫

高度一貫物流
動
脈
物
流

●高度一貫物流
（ライフサイクルロジスティクス）

■静脈物流への取組みとして、物流センターを中心とする「一貫物流」を推進している。
■商品の調達及び回収機能も含め、調達・入荷/入庫・在庫・出荷・出庫＋店舗納品
＋返品・回収・処分・再利用を一貫して行う。

在庫

出荷・出庫

店舗納品

返品

回収

動
脈
物
流

静
脈
物
流

移動商品・店舗備品・
返品等

＜取り組み項目別削減効果（月間試算）＞



モーダルシフト

吉川ｾﾝﾀｰ
越谷ＪＲターミナル 札幌ＪＲターミナル

TCﾍﾞﾝﾀﾞｰ

（５tコンテナ鉄道輸送）
DC

■ 北海道内の店舗配送について、吉川センター(埼玉県)よりトラック輸送による商品供給体制
を５ｔコンテナ鉄道輸送と現地のトラック便による組合せ体制に移行しコスト改善及びCO2
削減を実施。

TCﾍﾞﾝﾀﾞｰ

TCﾍﾞﾝﾀﾞｰ

TCﾍﾞﾝﾀﾞｰ

札幌デポ

（ＦＤＣ）

【店舗】

＜取り組み項目別削減効果（月間試算）＞

12



ミルクラン （調達物流）

■ 店舗配送時にベンダーからの商品を調達する事により、配送及び調達コスト全体を引き
下げる。

■ 物流センターへの流入車両台数も削減となり、構内の安全性向上、CO2排出量の削減。

店舗

店舗

ベンダー

＜取り組み項目別削減効果（月間試算）＞

1

ベンダー店舗 動脈物流

静脈物流

＜取り組み項目別削減効果（月間試算）＞



WIN-WIN
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